
事業番号 - - - -

（ ）

政府情報システムの第二期PFへの新規移行を令和４年度までで停止。令和５年度以降は、各利用システムの更改タイミング等を踏まえ、順次、ガバメントクラウド等への移行を推
進するものとし、第二期PFの安定的な運用を継続して行うとともに、ガバメントクラウド等への円滑な移行を支援する。

令和6年度要求

-

-

-

-

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
-

主な増減理由（・要望額・予備費）

-

令和6年度要求

事業概要URL -

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) -

-

執行率（％）
=(G)/(F)

- - -

2023 デジ 22 0001 12

デジタル庁

政策 情報通信技術等の適正・効率化に関する施策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

第二期政府共通プラットフォーム（以下「第二期PFという。）は、政府情報システムの統合・集約化や各府省におけるクラウドサービスの利用の集約化を実現するとともに、政府情報
システムに必要な共通的機能に関するサービスを提供する。これにより、政府情報システムのITリソースの効率的利用や質の向上に貢献し、政府のITガバナンスを支える基盤とし
ての役割を果たすことを目的とする。

政府共通プラットフォーム担当 参事官　山本寛繁

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
デジタル庁設置法（令和３年法律第36号）第４条第２項第19号

関係する
計画、通知等

「政府共通プラットフォーム第二期整備計画」（2019.2.25 CIO連
絡会議決定）

事業名 第二期政府共通プラットフォーム 担当部局庁 省庁業務サービスグループ 作成責任者

事業開始年度

施策 情報システムの整備

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.digital.go.jp/policies/assessment/

-

令和3年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

-

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - - - -

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

○第二期PFの運用
　・クラウドサービスの提供
　・共用領域（各システムが共通的に利用する部分）の運用・保守
　・コロケーション（政府専用ネットワークとクラウド間をつなぐ環境）の運用・保守
　・サービスポータル（各利用システムへの情報提供や各種申請を行うためのポータルサイト）の運用・保守
　・訓練（情報セキュリティ、災害対策）
　・各種問合せ・申請対応
　・継続的サービス改善
○各府省システムのガバメントクラウド等への移行に向けた支援

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) - 1,366 2,543

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

- - - -

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

-



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

50

114

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - -

目標値 ％ - - -

達成度 ％

-

↓

第一期PFの水準に比べ、PFのサー
ビス提供に必要な年間運用等経費
について５割を超える削減を目指す

第一期PFの水準と比較し
た、第二期PFのサービス提
供に必要な年間運用等経
費の削減率（％）

成果実績 ％ - -

-

第二期PFを利用する政府情報システムを対象に、ITリソース・共通的機能等を提供する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

第一期PFから移行する情報システムが、第二期PFが提供する標準化・共通化されたサービスを利用することを前提とした比較である。PFのサービス提供に必要な
年間運用等経費を予算額ベースで平成29（2017）年度の第一期PFと比較を行う。なお、当該目標に係る実績については、「政府共通プラットフォーム第二期整備計
画」の計画終了時期である令和５（2023）年度に算出。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

-

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み ％

100 100

100

活動目標 活動指標

-

年度

- -

定量的な成果指標 単位

％ 99.9

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

二期PF利用システムの安定稼働 第二期PFの稼働率（％）
活動実績

5

定量的な成果指標

- 目標値

年度

第一期PFの水準に比べ、PFのサー
ビス提供に必要な年間運用等経費
について５割を超える削減を目指す

第一期PFの水準と比較し
た、第二期PFのサービス提
供に必要な年間運用等経
費の削減率（％） 達成度

単位 令和2年度

-

- - -

-

成果実績

目標最終年度

達成度 ％

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

第一期PFから移行する情報システムが、第二期PFが提供する標準化・共通化されたサービスを利用することを前提とした比較である。PFのサービス提供に必要な
年間運用等経費を予算額ベースで平成29（2017）年度の第一期PFと比較を行う。なお、当該目標に係る実績については、「政府共通プラットフォーム第二期整備計
画」の計画終了時期である令和５（2023）年度に算出。

令和2年度 令和3年度

-

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

令和2年度 令和3年度 令和4年度
年度

57

50

目標年度

5

-

57

-％

-

目標値 ％ -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

99.9

　クラウドサービスのメリットをいかし、政府情報システムの迅速な整備、柔軟なリソースの増減や高度な信頼性等の効果が発揮できるよう、適正なサービスレベル
の定義、情報セキュリティ対策の充実・強化等の取組を実施することで、安定したシステム稼働に努めることにより、システム担当者を含む利用者にとって、利便
性、生産性、費用対効果等に優れ、安全・安心に利用できる情報システムの整備・運用を実現する。
　さらに標準化・共通化されたクラウドサービスを利用することにより、年間運用等のコストを第一期政府共通PFの水準に比べ５割を超える削減を目指す。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

114

100100 100

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

　クラウドサービスのメリットをいかし、政府情報システムの迅速な整備、柔軟なリソースの増減や高度な信頼性等の効果が発揮できるよう、適正なサービスレベル
の定義、情報セキュリティ対策の充実・強化等の取組を実施することで、安定したシステム稼働に努めることにより、システム担当者を含む利用者にとって、利便
性、生産性、費用対効果等に優れ、安全・安心に利用できる情報システムの整備・運用を実現する。
　さらに標準化・共通化されたクラウドサービスを利用することにより、年間運用等のコストを第一期政府共通PFの水準に比べ５割を超える削減を目指す。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

99.90 99.94 99.99 99.99

99.99 99.99 99.99 99.99



-

-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/2020_dg_all.pdf
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 総務省（0033）

備考

総務省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 総務省（0032）

平成25年度 総務省（0034）

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、効率的執行に努める。

現状通り

現状通り

総務省（0036）

平成30年度 総務省（0032）

平成23年度 総務省（0035）

活動目標に係る稼働率の改善に向けて、事象の早期解決に向けた対応及び再発防止の検討に加え、事象の早期検知に向けた対処を検討することで、安定的な
運用の継続を目指す。また、成果目標については、今後も継続的なコスト検証や利用実績に基づく予算措置を行うことでコストの最適化に努めるとともに、ガバメン
トクラウド等への円滑な移行も支援する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 総務省（0032）

平成29年度 総務省（0035）

令和3年度

0033

平成27年度

令和2年度 内閣官房 新02 0008 総務省

0011

令和4年度 2022 デジ 21 0001 06

2021 官房

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項と
対応状況

0033

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和５年度実施）

第一期PFの水準に比べ、PFのサービス提供に必要な年間運用
等経費について５割（50％）を超える削減を目指すという成果目
標に対し、目標年度の令和５年度では約57％削減となり、目標
を達成することができた。

点検結果
活動目標に係る稼働率の実績が見込みを下回った原因について確認を行った結果、一時
的な通信障害や一部通信不可事象等の発生であることがわかった。

デジタル・ガバメント実行計画（R2.12.25閣議決定）

P３８～３９

事業の有効性・効率性・成果について、適切かつ的確に検証し、効率的執行に努めるべき。

外部有識者の所見

点検対象外



※令和4年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

ソフトウェア借入等 ソフトウェア等のリース経費 141 システム運用・保守 システムの運用・保守作業を実施するための経費 1,066.4

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において

ブロックごとに最大の金額
が支出されている者につ
いて記載する。費目と使

途の双方で実情が分かる
ように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 141 計 1,066.4

システム監査 ペネトレーションテストのための経費 7.2 ソフトウェア借入等 ソフトウェア等のリース経費 29.8

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7.2 計 29.8

システム運用・保守 クラウドサービスを使用するための経費 941.8

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 941.8 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

A.民間企業（２社）

164.8百万円

D.民間企業（２社）

34.7百万円

B.民間企業（３社）

2,371.3百万円

E.民間企業（１０社）

1,591.6百万円

C.民間企業（１社）

7.2百万円

デジタル庁

2,543.3百万円

【一般競争契約（総合評価）】

【一般競争契約（総合評価）、国庫債務負担行為】

【一般競争契約（最低価格）】

機器・ソフトウェア借入

システム運用・保守

ソフトウェア借入

システム監査

システム運用・保守



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京センチュリー株式会社 6010401015821
第二期政府共通プラットフォーム
におけるソフトウェアの提供

141
一般競争契約
（総合評価）

1 88.5％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -2 日本電気株式会社 7010401022916
第二期政府共通プラットフォームにおける
コロケーション施設等の提供 23.8

国庫債務負担
行為等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

下見積もり提出業者が、社内検討した結果
入札参加を見送ったため。

2 日本電気株式会社 7010401022916
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 1,056.9

一般競争契約
（総合評価）

1 -
下見積もり提出業者が、社内検討した結果
入札参加を見送ったため。

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社日立システムズ 6010701025710
第二期政府共通プラットフォームにおける
クラウドサービスの提供等に関する業務 1,066.4

一般競争契約
（総合評価）

1 94.4％

98.4％ -

- - -

4
株式会社エヌ・ティ・ティ・デー
タ

9010601021385
第二期政府共通プラットフォームにおける
プロジェクト管理等支援業務 129

一般競争契約
（総合評価）

1

3
株式会社エヌ・ティ・ティ・デー
タ

9010601021385
第二期政府共通プラットフォームにおける
プロジェクト管理等支援業務 119

国庫債務負担
行為等

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ファイブドライブ 4010001095076
令和４年度第二期政府共通プラットフォー
ムのペネトレーションテストの請負 7.2

一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

86.5％ -

- - -

2 株式会社富士通エフサス 8010401056384
第二期政府共通プラットフォームにおける
ソフトウェアの提供 4.9 その他 -

1 富士通株式会社 1020001071491
第二期政府共通プラットフォームにおける
ソフトウェアの提供 29.8 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3 ＮＳＷ株式会社 1011001017717
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 103.5 その他 -

2
ＮＥＣソリューションイノベータ
株式会社

7010601022674
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 278.7 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
アマゾン ウェブ サービス ジャ
パン合同会社

6011001106696
第二期政府共通プラットフォームにおける
クラウドサービスの提供等に関する業務 941.8 その他 - - -

-

5 NECネッツエスアイ株式会社 6010001135680
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 76.1 その他 - - -

- -

4 日本アイ・ビー・エム株式会社 1010001128061
第二期政府共通プラットフォームにおける
プロジェクト管理等支援業務 98 その他 - -

- -

8 コムチュア株式会社 3010701015193
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 15.3 その他 - -

- - -

7 NTTテクノクロス株式会社 5010401056882
第二期政府共通プラットフォームにおける
プロジェクト管理等支援業務 28.4 その他 -

6
株式会社システムアーツプラ
ンニング

3013201018922
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 29.9 その他

- - -10 株式会社ライターム 9011101039199
第二期政府共通プラットフォームにおける
プロジェクト管理等支援業務 6 その他

-

9 株式会社リンクアット・ジャパン 5010701020150
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 13.9 その他 - - -
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支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった理

由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 B 日本電気株式会社 7010401022916
第二期政府共通プラットフォームにおける
運用管理等提供業務 1,952.5

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

一般競争契約
（総合評価）

1 98.4％ -

一般競争契約
（総合評価）

1 -
下見積もり提出業者が、社内検討した結果
入札参加を見送ったため。

2 B
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

9010601021385
第二期政府共通プラットフォームにおける
プロジェクト管理等支援業務 269


